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 財団法人社会経済生産性本部（理事長 谷口恒明）は、同本部が設置する労使関係特

別委員会（委員長：稲上毅 東京大学名誉教授）の緊急提言『雇用不安の解消を求めて

～将来展望のもとに閉塞感の打破を』を発表した。 

雇用情勢の急速な悪化など労使を取り巻く状況は、経済社会や産業・企業の永続的な

生産性向上において看過できない事態であり、国民に広がる雇用不安の解消や多くの地

域・産業において強まる閉塞感の打破にむけた早急な取り組みが求められる。 

本情勢をふまえ、労・使・学識者から構成された同委員会では、現下の事態に翻弄さ

れることなく、企業産業の活力を取り戻し直面する難局の克服を図るために、生産性向

上の精神をふまえた企業労使の真摯な取り組みや行政による戦略的な雇用対策の速や

かな展開などについて、緊急的に提言を行った。 

「緊急提言『雇用不安の解消を求めて』」のポイント 

 

●生産性向上の精神と企業・政府への要請 

１． 労使の信頼関係の礎である「雇用の安定」「労使の協力・協議」「成果の公正分配」とい

った生産性運動 3原則の精神をふまえ、非正社員もふくめたすべての従業員を対象とした

労使の話し合いを。 

２． 雇用安定にむけた労使の努力を図るとともにワークシェアリング導入の検討や、働く者

の継続的･安定的なキャリア発展にむけた取り組みを。さらに雇用機会の創出にもつなが

る新規事業開発や研究開発投資等の積極的推進を。 

 

●雇用不安を解消するための政策の実行 

３． 政府による追加経済雇用対策の速やかな実施と、今情勢下でも必要な人材が不足してい

る医療・介護・教育・保育や国民の安全を担うサービス分野への人材流入支援を強化し、

雇用機会の早急な提供を。あわせてこれら分野での教育訓練の拡充や雇用環境の整備を。 

４． 環境・エネルギーやバイオテクノロジー応用など新分野への投資とともに、農林業の再

構築や観光立国の推進など、新たな国家プロジェクトを示し、戦略性のある総合的な雇用

創出策の展開を。さらに人材投資の観点から、職業訓練や学校教育などに関わる官民すべ

ての機関を通じた、エンプロイヤビリティ(就業能力)向上の取り組みを。 

 

【お問合わせ先】 (財)社会経済生産性本部 社会労働部  

「労使関係特別委員会」事務局  村田・栗林･内野 

〒150-8307 東京都渋谷区渋谷３－１－１ 

TEL：03-3409-1121  FAX：03-3409-1007 
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 緊急提言 「雇用不安の解消を求めて」  
～将来展望のもとに閉塞感の打破を～ 

 

(財)社会経済生産性本部 

労使関係特別委員会 

 

いま世界的に、不況のさらなる深刻化が進み、雇用危機の拡大が懸念さ

れている。わが国においても、急速に雇用情勢が悪化するなかで、多くの

産業・地域において閉塞感が強まっており、新たな成長分野が見えないこ

とが将来への不安感を一層高めている。しかし、こうしたときこそ、わが

国の将来を見据え、企業の活力を取り戻し持続ある発展にむけた取り組み

が求められる。  

 現下の事態に翻弄されることなく負の心理的連鎖を断ち切り、直面する

難局を克服するために、企業労使や政府・自治体、さらには各政党に対し

て緊急に以下の取り組みを求める。 

 

 

生産性向上の精神と企業・政府への要請 

 

１． 世界同時不況といわれるこの厳しい情勢を乗り越えるためにも、

今後の労使による協議・交渉では、「雇用の安定」「労使の協力・協議」

「成果の公正分配」といった生産性運動３原則の精神をふまえ、予断

をもつことなく、真摯な議論を徹底して行うべきである。さらに、こ

の精神が労使の信頼関係の基礎であることを企業労使は確認し、企業

活力の再生にむけ、職場をはじめとする組織全体において、生産性の

向上に取り組むことが重要である。 

 

またその際、労使が培ってきた信頼関係に基づき、短期的視点に陥

ることなく中期的ビジョンをもちつつ、正社員のみならず非正社員を

含めすべての従業員を対象とした労使の話し合いを行うべきである。 

 

 

２． いまや雇用の安定は、わが国の緊急かつ重大な課題である。この

事態に際し、企業においては、業務改革などを進め雇用の安定にむけ

た労使の努力とともに、雇用・賃金・労働時間をふくめたワークシェ

アリングの実施について本格的な議論を求めたい。そのうえで、「働

き方改革」の流れを止めることなく、働く者のキャリアの継続的・安

定的な発展が図られるよう雇用の安定・確保にも取り組むべきである。 
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困難な状況にあるからこそ、企業としては、新規事業開発や研究開

発投資などを積極的に進め、国際競争力の強化とともに新たな雇用機

会を切り開くことの重要性を忘れてはならない。政府は、雇用のセー

フティネットの整備に万全を期すことにくわえ、企業のこうした前向

な取り組みを支援しつつ社会的インフラの整備にも積極的に取り組

むべきである。 

 

 

雇用不安を解消するための政策の実行 

 

 

３． 深刻化する雇用情勢に機動的に対応し、緊急の雇用対策を一段と強

化することが、もとより不可欠である。それには、政府予算の早期成

立や現行の追加経済雇用対策の速やかな実施にとどまらず、雇用の受

け皿づくりを早急に進めるべきである。この政府自らの積極的な取り

組みにくわえて、さらなる実効性を求め、企業労使が協力のもと官民

あげて雇用機会の提供を図ることが必要である。 

 

特に、医療・介護・教育・保育や、国民の安全を担うサービス分野

では、必要とする人材が不足している。こうした分野への人材流入支

援として、雇用機会の提供が緊急に行われるべきである。あわせて、

円滑な人材の移動にむけ、これら分野における戦略的な教育訓練の実

施や雇用環境の整備が必要である。 

 

 

４． いま求められるのは、社会全体として早期に雇用を生み出す国民的

行動である。それには従来型の発想にとどまることなく、政府ならび

にすべての省庁が一丸となって戦略的雇用創出に取り組むべきであ

る。その際、環境・エネルギーやバイオテクノロジー応用など新分野

への投資とともに、農林業の再構築や観光立国の推進など国家プロジ

ェクトとしての新たな方向性を示すことが欠かせない。そのうえで、

実効性ある政策メニューの策定や必要な社会的インフラの整備など、

産業と雇用に関わる総合的な戦略を展開すべきである。 

 

さらに、雇用対策としても、これまでの所得・生活保障や再就職支

援といった枠組みをこえ、人材への投資という観点から教育を重点と

した政策への抜本的転換を進める必要がある。このため、公共職業訓

練機関はもとより民間機関や学校など、教育に関わるすべての機関を

通じた職業教育の強化を進め、エンプロイヤビリティ（就業能力）の

向上に取り組むべきである。 

以上 


